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１．はじめに―本稿の課題設定と構成

本稿は，1990年代後半以降，日本の新たな国家・

社会の改革・形成指針として大きな影響を及ぼして

きた，「新しい公共（空間）」政策言説―筆者はそれ

を政府，なかでも所謂制度官庁（内閣府・総務省等）

およびそれらに連なる諸機関等によって採用されて

きた，1997年の「公共性の空間」を嚆矢としていく

つかの類似表現のある言説の総称とする―について

考察するものである。

「新しい公共」概念―これは広義の類的概念とす

る（後述する民主党政権下の「新しい公共」とは区

別されたい）―は，しばしばその多義性が指摘され，

「概ね共通した認識」として，「これまで政府公共部

門のみが公共性の担い手と認識されてきたのに対し

て，公共性は様々な主体によって担われるべきであ

る」あるいは「担われている」という「事態」を指

す（辻山　2010：17‒18），などとのみ語られてきた。

筆者は，その多義性を生じさせているのは「新しい

公共」概念をめぐるポジションの違いであり，そし

てそのポジションの違いは，次のような分岐によっ

て整理可能だと考える。すなわち第一に，「新しい

公共」概念をどのように理解するかについてのコン

テキスト（文脈）であり，第二に，そのコンテキス

トで理解された「新しい公共」概念への態度による

分岐である。そのコンテキストとポジションは具体
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―「統治性研究」アプローチを用いた類型化分析―
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要約

「新しい公共」およびその類義語は，しばしばその多義性が指摘されてきた概念である。筆者はその「新し

い公共」概念を，市場・市民社会・統治という３つのコンテキストから導いた６つのポジション類型，すなわ

ちロールバック新自由主義，左派，参加型市民社会派，新国家主義，ロールアウト新自由主義，統治性研究と

いう類型によって整理し，各代表的論者の文献や発言にあたりつつ，それぞれの性格を論じた。そしてその枠

組みから，1990年代後半以降政府によって採用され，日本の新たな国家・社会の改革・形成指針として大きな

影響を及ぼしてきた「新しい公共（空間）」政策言説を分析し，以下のような見解を得た。それは，「新しい公

共（空間）」政策言説とは，どのポジションが主調を成したのかによって揺れを伴ったものとなっており，第

１期：ロールアウト新自由主義型言説の形成，第２期：ロールバック新自由主義型言説の隆盛，第３期：ロー

ルアウト新自由主義型言説の実現，第４期：「新しい公共（空間）」政策言説の停滞，として時期区分すること

が可能である，というものである。そして最後に，ロールアウト新自由主義とその言説―具体的には主に松井

孝治が提唱・推進した「公共性の空間」と「新しい公共」―は，従前の研究では看過されがちであったことに

触れ，その問題構成を浮き彫りにする統治性研究の重要性について言及した。
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的にはどのように類型化できるのか，それを第２節

で論じる。

　そのポジション類型から「新しい公共（空間）」

政策言説について分析したものが第３節である。す

なわち結論を先取りすれば，「公共性の空間」より

本稿執筆時点の「共助社会づくり」まで，それは必

ずしも一貫したものではなく揺れを伴ったものであ

るということ，そしてその揺れは，時の政府に採用

されたそれぞれの「新しい公共（空間）」政策言説

の主調をなしたポジションの変化によるものである

ということである。そして急ぎ付言することは，肯

定的ポジション間にはある程度まで共振し合いもす

る関係があり，ある言説が一つのポジションを主調

に持ちながら，いくつかのポジションを包含するこ

とがあったということである。その具体的な動向を

第３節で論じ，第４節でまとめを行うものとする。

２．「新しい公共」概念をめぐるポジション類

型

図表は，コンテキスト別，肯定／非肯定別に，「新

しい公共」概念をめぐるポジションを類型化した

ものである。コンテキストとは，そのポジション

が「新しい公共」概念を定義づけたり，その狙いに

言及したりする際に依拠しているものを指す。本稿

では，それを市場，市民社会，統治という３カテゴ

リーに整理した。市場，市民社会に通例並記される

タームは政府であるが，本稿は統治を政府と区別す

るものである。

　概念図におけるFSはファーストセクター，SSは

セカンドセクター，TSはサードセクターの意であ

る。どのコンテキストもFSに政府を，SSに市場を

据えることでは一致する。それに比べTSは多義的

ながら，本稿では単純化を承知の上で，左列から非

営利，市民社会，（非政府の）公１がイメージされ

ているものとする。また各コンテキストからの認識

として，現状を破線，「新しい公共」概念がもたら

す当為を実線として表わした。例えば，左列の図

（市場）であれば，FSがSS/TSが担いうる領野に

まで肥大化している現状を問題化し，FSを縮小し

SS/TSを拡張すべきであるとする志向を図示した

ものである。

そしてその下に，各ポジションとその代表的論者

を記した。これは筆者の整理であり，各論者がその

タームを用いているものではなく，ポジションが論

者に先立つものとする。また各ポジションは理念型

図表　「新しい公共」概念のポジション類型

コンテキスト 市場 市民社会 統治

概念図注１

二元論（FS―SS/TS）

二次元モデル

三元論（FS―SS―TS）

二次元モデル

三元論（FS―SS―TS）

三次元モデル

肯定的ポジション
ロールバック新自由主義

竹中平蔵（2010）
参加型市民社会派

今村都南雄（2010）
ロールアウト新自由主義

松井孝治（2008）

非肯定的ポジション
左派

二宮厚美（2010）
新国家主義

八木秀次（2010）
統治性研究注２

齋藤純一（2013）
注１：二次元／三次元モデルの意匠は仁平（2011：19）を参考にした。

注２：統治性研究はある種の診断的観点であり，何らかの規範的態度をとるものではない点で他と異なる。

出所：筆者作成。
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であって，ある論者の基軸が当該ポジションにある

としても，他のポジションの要素を持ち合わせるこ

とを否定するものではない。

それでは以下，各ポジションについて検討してい

くことにする。

2.1　ロールバック新自由主義

　ロールバック新自由主義とは，イギリスの経済地

理学者ジェイミー・ペック／アダム・ティッケル

（Jamie Peck & Adam Tickell）の造語で，後述の

ロールアウト新自由主義と対比される概念であり，

「アグレッシブな小さな国家化，財政緊縮策，公共

サービス『改革』の形態」（Peck & Tickell 2002： 

381）と結びついた新自由主義の，「脱統制と解体の

パターン」として「撤退型（roll-back）」（Peck & 

Tickell 2002：384）と特徴づけられるイデオロギー

を指す２。イギリスのブレア型政治に対するサッ

チャー型政治としてイメージされたい。

　このポジションを代表する竹中平蔵は，「新しい

公共」概念には「公共の担い手に関するもの」およ

び「公的部門の管理手法に関するもの」が含意され

ているとし３，次のように述べる。

そもそも新しい公共という言い方は，地方自治

体で行政サービスの在り方を見直す中で広く用い

られてきた。住民が積極的に公的な活動に参加す

ることによって，公的サービスの質を高めるとと

もに，行政コストの削減を実現しようというもの

だった。……新しい公共という場合にもう１点含

意されているのが，公共部門の仕事のやり方その

ものを変えることである。その代表は，欧州や

オーストラリアで行われてきたニュー・パブリッ

ク・マネジメントと言われる予算手法だ。まず予

算項目について「成果目標」（何を達成するのか）

を決め，その実現のために自由な執行を行わせ，

予算の単年度主義の見直しなども行う。成果につ

いて厳しい評価を行い，その後の予算編成に反映

させる。いわゆるPDCAサイクルを確立するこ

とである。（竹中　2010：28‒29）

　つまり，公務員が担う高コストな行政サービス

を民間が担う低コストなそれに置き換えるととも

に，NPM＝新公共経営（民間企業型行政経営手法）

による改革を図っていくことが「新しい公共」の

意味や内容であると，竹中は理解している。そし

て，このような市場メカニズムの公共部門への導入

を，「公共のあり方を見直すことは，まさに行財政

改革そのものであり，必要かつ重要なことだ」（竹中 

2010：28）と肯定する。このような「新しい公共」

概念にかかわるポジションを，ロールバック新自由

主義とする。

2.2　左派

　左派は，ロールバック新自由主義とともに「新し

い公共」概念を市場のコンテキストで理解する一

方で，それに批判的なポジションである。このポ

ジションを代表する二宮厚美は，「新しい公共」概

念を「いわゆる自治体リストラを推進するための道

具または指導理念」（二宮　2010：44）として捉え，

その問題を以下のように整理する。すなわち，第一

に，このような「新しい公共」のもとでの「市民参

加，地域協働等は言葉本来の意味での住民自治の強

化を意味するものではな」く，住民を「動員」，つ

まり「公共業務を住民の負担に転嫁する」ものであ

ること，第二に，その「経営原理」が「効率化と安

上がり化」におかれているため，「協働」が「『官製

ワーキングプア』の拡大」につながること，第三に，

「有力な担い手に営利企業を想定」しているために

「公共サービスの市場化」が進行し，「公務労働は市

場労働に変貌する」こと，第四に，「それらの結果，

自治体に問われる公的責任が相対化され，曖昧化さ

れ，後退すること」，第五に，基礎自治体の「新自

由主義的変質が起こること」，という５点が問題で

あると述べている（二宮　2010：48）。

　ここから左派は「新しい公共」概念を，効率化と

安上がり化（第二），公共サービスの市場化により

（第三），基礎自治体の新自由主義的変質がもたらさ

れる（第五）と捉えている点で，ロールバック新自

由主義と同様，市場のコンテキストで理解している

ことが分かる。しかしそれが，住民の動員・負担の
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転嫁（第一）や官製ワーキングプアの拡大（第二），

公的責任の後退（第四）につながるなどと批判して

いる点において，ロールバック新自由主義と相反

するポジションである。なお左派は，住民参加や

NPOの意義や役割等は「検討する価値を持った課

題」とするが，ただしそれは「『新しい公共』論と

は別の文脈」で行うべきとする点で（二宮　2010：

48），次の参加型市民社会派と区別される。

2.3　参加型市民社会派

　ロールバック新自由主義および左派の「新しい公

共」概念は，行政サービスの縮減・低コスト化をめ

ざす「民間拡大―政府縮小」をもたらすものと見な

すコロラリーとして，政府と民間―営利と非営利の

区別はあるにせよ，ともに公共サービスの新たな担

い手として括られる―の二元論の枠組みにある。こ

れに対して市民社会のコンテキストは，政府・市場・

市民社会の三元論の枠組みから「新しい公共」概念

を捉えるものであり，それに依拠する参加型市民社

会派は，専ら市場化を推し進めるロールバック新自

由主義とは一線を画しつつ，市民社会を政府よりも

優位に置く，少なくとも現在はそれが過小であると

してその拡大が望ましいとするポジションである。

　これを代表する論者が今村都南雄である。今村は

公共性を，国民国家の確立を淵源とする「国家的公

共性」，市場メカニズムによって支えられる「市場

的公共性」，市民間の自由な討論から生まれる言説

空間＝公共空間において成立する「市民的公共性」

の三つに整理し（今村　2002：21），あるべき「新

しい公共」概念のイメージを次のように語る。

「新しい公共」の新しさは，まちづくりなどで

かねてから取り組まれてきた市民と行政とのパー

トナーシップ関係に，あらたに事業者を加えたと

ころだけにあるのではない。市場社会の主役であ

る民間企業をも巻き込んで，市民や市民的活動団

体，行政機関，民間事業者の相互におけるリン

ケージを重視する。対行政，対民間企業の排他的

な領域に「市民的公共性」を押し込めるのではな

く，むしろ，市民や市民的活動団体が行政や民間

企業とも対等な交渉を繰り広げ，「市民的公共性」

が横溢するようなパートナーシップ関係の構築が

目指される。だからこその「新しい公共」なので

ある。（今村　2010：4）

　このように，このポジションは国家に対置的かつ

非市場的な，市民社会のコンテキストから，肯定的

に「新しい公共」概念を語るものとなっている。そ

して，そうではないコンテキストの，ロールバック

新自由主義型の「新しい公共」概念に対しては，「そ

れを『安上がり行政』のための便法と考え，その

観点からのみ，『新しい公共』にかんする施策の成

否を論ずる人びとが非常に多くいる」（今村　2012：

20）との懸念が示されることとなる。この側面では

ある程度左派と重なる主張を持つものである。

2.4　新国家主義

　新国家主義は，参加型市民社会派とともに「新し

い公共」概念を市民社会のコンテキストで理解する

一方で，それを批判するポジションである。これを

代表する論者である八木秀次は，次のように「新し

い公共」を捉える。

「新しい公共」とは「古い公共」に代わるもの

で，「市民の政治参加」によって実現するものだ。

具体的には，NPO／NGO等の市民団体，生協や

労働組合等の非営利組織，社会的企業等が結集し

て政策提言を策定し，政府・政権等と交渉・協議

し，市民政策を実現する。すなわち市民参加型社

会の構築，「市民の市民による市民のための社会

の構築」，これが「新しい公共」というものである。

（八木　2010：90）

　このように新国家主義は，参加型市民社会派と同

様に市民社会のコンテキストで「新しい公共」概念

を捉え，しかしその上で，その「市民」が問題であ

るとして次のように論難する。

　民主党が結党以来，目指している方向は何か。

「市民」と称する一部の左翼活動家による霞が関
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の乗っ取りである。……併せて，「国家」や「国民」

を否定して国籍を問わない「地球市民」による新

しい国づくりを行い，家族共同体という血の通っ

た共同体を否定して「自立的な個人」の自発的意

思によっていつでも加入しいつでも脱退できる

「ネットワーク」に置き換えようというのである。

そして，これらを有機的に結ぶ概念が鳩山首相が

施政方針演説で繰り返し述べた「新しい公共」な

のである。（八木　2010：98）

　付言すれば，「従来は行政が公共を独占していた

が，民間も公共の担い手になるということだが，話

がそこで終わっているならば問題はない。民間でも

できることは民間が行うようにすれば歳出の削減に

もなる」（八木　2010：92）と，市場のコンテキスト

での「新しい公共」概念は肯定している点では，ロー

ルバック新自由主義の主張と重なっていることが指

摘できる。

2.5　ロールアウト新自由主義

前出のロールバック新自由主義に対比されるポジ

ションがロールアウト新自由主義である。それはケ

インズ主義／福祉国家に対する「破壊的で反動的な

『反調整』のモーメント」の前者に対して，「新自由

主義化した国家形態やガバナンス・モードや調整的

関係についての目的意識を持った構築や統合」へと

アジェンダの移行した，「巻込み型（roll-out）」の

「積極的政治術と普及力ある『メタ調整』のより手

強く頑強なパターン」として理解されるものである

（Peck & Tickell　2002：384）。このポジションに

とって，「新しい公共」概念はなにより統治のコン

テキストで理解される。

このポジションの「新しい公共」概念を代表する

論者は元民主党参議院議員の松井孝治である。通産

官僚としてそのキャリアのスタートを切った松井の

「新しい公共」概念への原点は，「省益」を超えた「国

益」（松井　2007：174）の実現であった。そのために

は「縦割りの分担管理原則・行政各部中心主義」か

ら脱却し「総理の主導力を強める」という政官関係

の改革が必要となるが（松井　2011：106），それに

は官民関係と国地方関係を含めた「今の日本の統治

構造」（松井　2013）を変えなければならないと考え

るに至る。従来の「民間や地方自治体など中央から

見て弱い立場の人たちに対して指導・監督・助成あ

るいは支配をするということばかりに，霞が関の各

省庁とか政治家の多くが労力を費や」（平田・松井　

2011：97‒98）すという，「省益」とそれに連なる利

権の論理は，「地域の課題に当事者意識をもって解決

策を見いだせるとは思いにくい『遠くの政府』に財

源を集中し，その政府が『公（おおやけ）』に関わる

基準や資源配分を一手に握り，地域の主権者がいつ

のまにか中央の政府の統治の客体となり，その政府

に依存せざるを得ない状況」（松井　2013）を生んで

いる統治構造と裏腹の関係にあり，ここに切り込ま

なければならないというわけである。それゆえ松井

は，国民の中央政府への依存体質を変えるため，政

官関係の改革とともに，「家庭や地域社会が持ってい

た，自立的あるいは相互扶助的な問題解決のメカニ

ズム」（松井　2008：143）を最大限に活用する枠組み，

すなわち「第三の道，コミュニティ・ソリューション」

として「『官』でも『民』でもない『公』的なネット

ワーク」（松井　2008：145）を構築する必要があるこ

とを主張しており，また「新しい公共＝小さな政府

とか民間委託による経費節減といった図式」は単純

なものだと斥けもしている（松井　2013）。

ここまでにまず，このポジションはケインズ主義

／福祉国家的枠組みからの脱却を目指す点で新自由

主義ではあるものの，単純な撤退型のそれではない

ことが認められよう。加えてこれが，参加型市民社

会派と異なることも指摘しておきたい。松井は「新

しい公共で提起した問題は，国（議会と中央政府），

地方自治体，学校，福祉法人，NPO，社団・財団，

個人など公共の担い手間の役割分担や連携の新たな

あり方を探る」（松井　2013）ことだと述べている

が，それは「国益」をよりよく追求できる「この国

のかたち」（松井　2008：152）の構築と結びついた

ものであり，「基底にあるのは『市民的公共性』の

観念」（今村　2010：4）とする参加型市民社会派と

は異質のものである。このことは松井自身が，「『新

しい公共』はNPO支援ではなく『国の統治改革』
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論そのものであ」り，「NPO支援の側面にのみ注目

が集まっていること」は「本意と異なる」と言明し

ていることからも明らかであろう（松井　2013）。

このようにこのポジションは，「公共のど真ん中，

国の未来像を描き，そのための戦略を立てるという

仕事」（松井・西田　2014）を政府の本来的役割と

し，外交や安全保障等以外の事業や課題について

は，主権者たる地域住民が身近な「公」（地方自治体

やNPO，コミュニティ等）において，自ら処理し

対処していけるような条件整備を行っていくとい

う，積極的な巻込み型の統治をめざすものであるこ

とが分かる。

2.6　統治性研究

統治性研究は，「新しい公共」概念を統治のコン

テキストで理解するものであるが，何らかの規範的

態度を示す他と異なり，市場でも市民社会でもない

統治のコンテキストにあるロールアウト新自由主義

の問題構成を浮き彫りにすることのできるアプロー

チといえる４。「新しい公共」概念との関わりを検

討する前に，まず統治性研究がいかなるものかにつ

いてごく簡潔に概観したい。

統治性研究とは，ミシェル・フーコー（Michel 

Foucault）の1977-78，78-79年度コレージュ・ド・

フランス講義を嚆矢とし，その後アングロ-サクソ

ン諸国の社会学や政治学を中心に展開されてきたも

のを指す。そこでは統治（government）すること

とは，国家の存立の正統性や権力行使の合法性をめ

ぐるものではなく，「他者の行動の可能的な領野を

構造化すること」（Foucault　1983=1996：301）とさ

れ，18世紀以来の自由主義統治―ロールアウト新自

由主義はその現代的到達と考えることができる―と

は，国家が「人口の自然性」（行為する人々の集合が

持っているメカニズム）を増大させることで有用性

を引きだそうとする，より巧妙で精緻化された「国

家理性」（国家の維持・増強を至上とする国家行動の

格率）の統治術であるとされる。このアプローチは，

現代の統治のあり様を以下のように診断する。

フーコーにとって，国家そのものが「統治のテ

クノロジー」である。なぜならば，「統治の戦
タクティクス

術

こそが，何が国家の権能の枠内にあり，またその

枠外にあるか（すなわち民間対公共）といったも

のをたえず定義したり，再定義するのであり，し

たがって国家とは統治性の一般的戦術を基盤とし

てしかその生存と限界を理解しえないもの」だか

らである。統治性という観点は，「政治の後退」と

か，「市場の支配」といった言葉によって自らを

限定するのではなく，いわゆる「政治の終焉」そ

のものを政治的プログラムとして解読するような

動的分析形式の展開を可能にするのである。ケイ

ンズ主義の危機と福祉国家型介入の解体は，国家

の統治能力の喪失というよりは，統治のテクノロ

ジーの再編成と再構築に向かうものである。こう

した理論的立場によって，国家により権限を賦与

された専門的装置を手段として直接に介入するこ

とを特徴とする統治形態ばかりでなく，その性質

上，間接的テクニックによって個人を指導し統制

する新自由主義的な統治形態をより複雑に分析す

ることが可能になる。個々の主体（および家族や

組合などの集合体）に「責任」をもたせるという

戦略は，病気，失業などの社会的リスク，そして

社会的生活にたいする責任を，「自己配慮」の問

題に転嫁することによって，個々人が責任を担う

べき領域へと移動させることを必然的に伴う。し

たがって，このような個人化の形態は，国家の外

部にあるのではない。（Lemke 2003：177=2003：

46）

　冒頭の「国家そのものが『統治のテクノロジー』

である」とは，近代以来の国家は「国家理性」の原

理に基づく統治によって維持・増強されるべきもの

であると同時に，統治実践の枠組みとして最善なも

のとなるよう合理化され改変されるべきものでもあ

ることを指している。この意味で，「民間対公共」の

定義や再定義，あるいは「個々の主体（および家族

や組合などの集合体）」への責任移動は，「政治の後

退」や「市場の支配」といった言葉の字義通りに受

け止められるべきものではなく，「国家の統治能力の

喪失というよりは，統治のテクノロジーの再編成と
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再構築に向かう」国家理性の働きと見なされる必要

があるということを，このアプローチは主張してい

るのである。

　この統治性研究から「新しい公共」概念はどのよ

うに捉えられるだろうか。ロールバック新自由主義

から新国家主義まで，「新しい公共」概念のコンテ

キストと評価は様々であったが，政府公共部門のみ

が公共性の担い手ではないといったナラティブを，

国家・政府の限界，あるいは権能の縮退を示すもの

―それゆえ時にトップダウン型の押し付けや強権的

手法を行わざるを得なくなっている矛盾をはらんだ

ものという議論を含む―と認識していた点において

は，ほぼ一致をみせていたと言ってよい。しかしそ

れを統治性研究のアプローチで理解するならば，政

官関係・国地方関係・官民関係を変えることを通じ

て中央政府に依存している国民を自立させる，その

ためにコミュニティ・ソリューションの実現を図る

というロールアウト新自由主義の言説は，「間接的

テクニックによって個人を指導し統制する新自由主

義的な統治形態」を目指す「統治の戦
タクティクス

術」の表れで

あり，国家の否定や挫折を意味するどころか，より

効果的に「国益」を実現することと結びついている

ということになるのである。

　統治性研究に通暁する齋藤純一５は「新しい公共」

概念について，以下のように述べているが，これは

ロールバック新自由主義（「民間の企業の参入を促

し，国家が負担を軽減」）以外に，ロールアウト新

自由主義（「中間集団の自己統治を利用」）の側面が

あることを捉えたものといえる。

近代国家の統治は一元的な統治で，多元的な統

治，中間集団の自己統治を排除してきた，あるい

はその意思のコントロール下においてきたと言え

ます６。ところが国家自身がひとつには財政的な

理由から，もうひとつには制御能力の限界から，

地方自治体やその下位組織を含む中間集団の自己

統治を利用する方向に舵を切っていく。……

アソシエーションやコミュニティ，あるいはボ

ランティアのエネルギーを活用しようとするわけ

です。あるいは民間の企業の参入を促し，国家が

負担を軽減していく。「新しい公共」というのも，

その文脈から語られました。実際にはコミュニ

ティというより企業参入の方が顕著だと思います

が。そういう意味では，……規制緩和や権限移譲

による行政の効率化という新自由主義の要素の方

が眼をひきます。

では，参加や自己統治の活性化の側面が皆無か

と言えば，そうとも言い切れないでしょう。もち

ろん，コミュニティの自己統治は，防犯・防災対

策など行政の下請けとして利用されている面が多

分にありますが，教育やケアなどの分野ではコ

ミュニティが統治に関与することによって政策

を導く指針が再検討されることもありますから。

（伊豫谷ほか　2013：159‒160）

ここではとりわけ，引き続き存続する「行政の下

請け」という直接的統治とも，統治の断念とも区別

される，「参加や自己統治の活性化」という間接的統

治としての様式が指摘されていることが重要である。

このロールアウト新自由主義の「新しい公共」概

念は，政府と民間あるいは政府と市民社会の間のゼ

ロサムゲームと捉える，その他のポジションがとる

二次元モデルでは記述できない。それが目指すのは

FS・SS・TSのいずれかのいずれかに対する拡張

ではなく，それらの依存体質を創り出している「こ

の国のかたち」の改革である。統治性研究は，これ

までの「この国のかたち」を創り出してきた力をケ

インズ主義統治性と呼び，仁平典宏の表現を用い

れば，そこから脱却して，「国家も市場も市民社会

も同様に，ネオリベラリズム的秩序を円滑に動か

すための『自己責任の下で合理的に行為できる強

いアクター』」として行為
0 0

するよう指導
0 0

する―フー

コーはconductの語が持つ両義的性格を捉えてい

た（Foucault　1983=1996：301）―秩序を創り出

す力を新自由主義統治性と呼ぶのであり，そのプラ

スサムゲームは「三次元のモデルでのみ記述可能」

なのである（仁平　2011：19）。
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の動向

　それでは本節で，前節で論じたポジションの主調

の変化という観点から，「新しい公共（空間）」政策

言説の動向を分析していく。なお本稿では紙幅の制

約上，制度官庁に関連する言説のなかでも代表的な

ものと思われる，第１期とする「公共性の空間」（初

出1997年）と「新しい公」（同 2000年），第２期とす

る「新しい公共空間」（同 2003年），第３期とする「新

しい公共」（同 2009年），第４期とする「共助社会づ

くり」（同 2013年）を扱うものとする。

3.1　第1期：ロールアウト新自由主義型言説の形成

（1997年～）

本稿は，「新しい公共（空間）」政策言説の出自を，

橋本首相が設置した行政改革会議の「中間報告」・

「最終報告」（1997年）に盛り込まれた「公共性の空

間」とする。「最終報告」には「Ⅳ　行政機能の減

量（アウトソーシング），効率化等」という章があ

るにもかかわらず，その語はそこに登場しない。「公

共性の空間」が盛り込まれているのは，国の果たす

べき役割の見直しや内閣機能の強化に関わる章や項

である。「Ⅰ　行政改革の理念と目標」の「２　『こ

の国のかたち』の再構築を図るため，まず何より

も，肥大化し硬直化した政府組織を改革し，重要な

国家機能を有効に遂行するにふさわしく，簡素・効

率的・透明な政府を実現する。」には次のように記

されている。

今回の行政改革の基本理念は，制度疲労のおび

ただしい戦後型行政システムを改め，自律的な個

人を基礎としつつ，より自由かつ公正な社会を形

成するにふさわしい21世紀型行政システムへと

転換することである，と要約できよう。その際，

まず何よりも，国民の統治客体意識，行政への依

存体質を背景に，行政が国民生活の様々な分野に

過剰に介入していなかったかに，根本的反省を加

える必要がある。徹底的な規制の撤廃と緩和を断

行し，民間にゆだねるべきはゆだね，また，地方

公共団体の行う地方自治への国の関与を減らさな

ければならない。「公共性の空間」は，決して中

央の「官」の独占物ではないということを，改革

の最も基本的な前提として再認識しなければなら

ない。（行政改革会議　1997：Ⅰ）

ここで表明されているのは，「『公共性の空間』は，

決して中央の『官』の独占物ではない」という，国

家の権能・民間対公共についての再定義であり，そ

して国民の行政への依存体質と行政の国民への過剰

介入を生んだ従来の統治構造からの転換を図る，国

家そのものも改革の対象外ではありえないメタレベ

ルの統治改革のビジョンである。すなわち主調とし

ては統治のコンテキストにあるロールアウト新自由

主義型の「新しい公共」概念が採用されたものとい

える。

この行政改革会議「中間報告」・「最終報告」を起

草し，「公共性の空間」の語を盛り込んだのは，橋

本内閣時に通産省から内閣官房へ出向していた松井

であるが，このような構成・内容となったことは松

井の個性に還元できるものではない。それは松井が

通産省に戻った後の2000年に取りまとめられた，小

渕首相が設置した「21世紀日本の構想」懇談会の「報

告書」において，「新しい公」が次のように描かれ

たことからも分かる。

グローバル化や情報化の潮流の中で多様性が基

本となる21世紀には，日本人が個を確立し，しっ

かりとした個性を持っていることが大前提とな

る。このとき，ここで求められている個は，まず

何よりも，自由に，自己責任で行動し，自立して

自らを支える個である。自分の責任でリスクを

負って，自分の目指すものに先駆的に挑戦する

「たくましく，しなやかな個」である。

そうした個が自由で自発的な活動を繰り広げ，

社会に参画し，より成熟したガバナンス（協治）

を築きあげていくと，そこには新しい公が創出さ

れてくる。（「21世紀日本の構想」懇談会 2000：

17）
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行政改革会議の「自律した個人」は，ここで「た

くましく，しなやかな個」としてイメージが豊富化

されるとともに，そのような「個」の参加と自己統

治をいかに構造化していくかへの関心が高まったこ

とが見て取れよう。加えて，その「個」を確立すべ

きとされるものが「日本人」であることにも留意が

必要である。「この報告書では，日本の志を論ずる。

日本はこうあってほしい，日本をこうしなければな

らないという希望，覚悟を表明する」（「21世紀日本

の構想」懇談会　2000：９）といった，いわば「国

家理性」の発露といえる文書のなかで，「新しい公」

や「ガバナンス（協治）」という統治のタームが用

いられたことは看過すべきではない。

しかしながら，これらの「公共性の空間」や「新

しい公」が，とりわけ官民関係にかかわる具体的な

改革を導くことのないまま，次なる「新しい公共空

間」が台頭していったことで，ロールアウト新自由

主義的は当分の間，「新しい公共（空間）」政策言説

の主調から外れることになった。

3.2　第２期：ロールバック新自由主義型言説の隆盛

（2003年～）

　2001年に発足した小泉内閣のもとで推進された

構造改革が，「新しい公共（空間）」政策言説にも大

きな影響を与えるなかで，「新しい公共空間」とい

う語は生み出された。2003年の第27次地方制度調

査会「中間報告」・「答申」にはじめて盛り込まれた

それは，以下のように記述されている。

地域における住民サービスを担うのは行政の

みではないということが重要な視点であり，住

民や，重要なパートナーとしてのコミュニティ

組織，NPOその他民間セクターとも協働し，相

互に連携して新しい公共空間を形成していくこ

とを目指すべきである。（第27次地方制度調査会 

2003：3-4）

　この段階で「新しい公共（空間）」政策言説は，

公共サービスの担い手の次元へと移行していること

が分かる。さらに2005年の，分権型社会に対応した

地方行政組織運営の刷新に関する研究会「報告書」

（以下，刷新研究会「報告書」）では「新しい公共空

間」は次のように描かれている。

地域における様々な主体がそれぞれの立場で新

しい「公共」を担うことにより，地域にふさわし

い多様な公共サービスが適切な受益と負担のもと

に提供されるという公共空間（＝「新しい公共空

間」）を形成することができる。

この「新しい公共空間」の形成こそが，地方自

治体とそこに住む人々が協働して地域の運営にあ

たるローカル・ガバナンスを実現させるための前

提となるものである。（分権型社会に対応した地方

行政組織運営の刷新に関する研究会　2005：13）

　ここにおいて，公共サービスの担い手の問題に加

え，「適切な受益と負担」という条件を満たすこと

が「新しい公共空間」の形成に必要なこととされ，

同時にそれはガバナンスの実現と等置されるもので

はなく，その前提条件だとされるようになった。こ

の「新しい公共空間」は政策言説として，具体的政

策の導出に結びつく。すなわち地方自治体に「より

一層積極的な行政改革の推進に努め」るよう求め，

「行政自らが担う役割を重点化」するよう促した，

2005年の総務事務次官通知「地方公共団体における

行政改革の推進のための新たな指針」である。地方

自治体に集中改革プランの策定・公表や，民間委託

等の推進，指定管理者制度の活用，PFI手法の適切

な活用，定員管理及び給与の適正化などを求めたそ

れは，「新しい公共空間」の主調をなすポジション

が，ロールバック新自由主義であることを如実に示

すものとなった。

　その上でとなるが，「新しい公共空間」に参加型

市民社会派やロールアウト新自由主義が共振してい

たことも認めることができよう。刷新研究会「報

告書」では，「住民を顧客と見るNPM の考え方を

超えて，自治体の行政を地域の戦略本部と位置づ

け，住民やNPO，民間企業など多様な主体と協働

して自治体を運営していくことができないか」とい

うことが「この研究会の問題意識」であったと表明
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されていたほか，「企業活動」と「住民活動」とが

区別されることもあった（分権型社会に対応した地

方行政組織運営の刷新に関する研究会　2005：は

じめに，12）。また総務官僚として「新しい公共空

間」を推進した山﨑重孝は「アウトソーシングや地

域協働によって提供されるサービスについても，適

切にその供給が行われるよう条件整備をし，評価を

し，最終的な責任を受け持つことが行政には求めら

れて」おり，そのような政府の間接介入によって「し

なやかな公共サービスの供給体制を構築するととも

に住民がこれに主体的に参加する体制を構築するこ

と」が「新しい公共空間」の考え方であると述べて

いる（山﨑　2005：52）。ただしこれらは実際のと

ころ，財政縮減と公務員総定員の純減・給与抑制，

事務事業の廃止・統合および民営化が主たる眼目と

なった地方版小泉構造改革のもと，ほとんど顧慮さ

れることがなかったと言ってよい。

3.3　第３期：ロールアウト新自由主義型言説の実現

（2009年～）

小泉構造改革の「痛み」が地域・社会の各所で顕

在化し，「子どもの貧困」「ネットカフェ難民」に象

徴される格差社会の問題が大きくクローズアップさ

れるようになったなか，2008年自民党総裁選での

いわゆる「上げ潮派」「財政再建派」「積極財政派」の

三つ巴の争いを，「積極財政派」の麻生太郎が制し

て首相となるに至り，ロールバック新自由主義の

流れも転機を迎えていた。その中で2007年参院選，

2009年衆院選で勝利した民主党が政権を獲得する

に至る。その主要政策の１つとして掲げられたもの

が「新しい公共」であり，それを主導したのは他で

もない，鳩山内閣で内閣官房副長官を務めた松井で

あった。「新しい公共」は，松井が起草した鳩山首

相の第173回国会演説で，次のように語られている。

私が目指したいのは，人と人が支え合い，役に

立ち合う「新しい公共」の概念です。「新しい公

共」とは，人を支えるという役割を，「官」と言

われる人たちだけが担うのではなく，教育や子育

て，街づくり，防犯や防災，医療や福祉などに地

域でかかわっておられる方々一人ひとりにも参加

していただき，それを社会全体として応援しよう

という新しい価値観です。……市民やNPOの活

動を側面から支援していくことこそが，二十一世

紀の政治の役割だと私は考えています。（鳩山　

2009：三）

　「『官』と言われる人たちだけが担うのではな」い

という一節を捉えて，「新しい公共」とロールバッ

ク新自由主義とを結びつけることは可能であり，実

際，翌年の第174回国会演説で「肥大化した『官』

をスリムにすることにつなげていきたい」（鳩山　

2010：二）との表明がなされていることも事実であ

る。しかしこの言説の焦点は，小さな政府それ自体

を目指すことではなく，「支援」―ブレア政権が政

府をenablerと位置づけたことが想起される―を通

じて市民やNPOの参加を促進させることにあって，

これは第１期と主調を同じくするものである。

同時に，これが参加型市民社会派と区別されるべ

きであるのは，「新しい公共」が「国益」の観点か

ら語られることにおいてである。鳩山の先の引用の

直後に語られていたのは「新たな国づくり」であり，

「国，地方，そして国民が一体となり，すべての人々

が互いの存在をかけがえのないものだと感じあえる

日本を実現する」という「国のかたち」にかかわる

決意であった（鳩山　2009：三）。さらに第174回

国会演説では，「新しい公共」とは「日本を世界に

誇る文化の国」をつくるための取り組みであり，「こ

こで言う文化とは，狭く芸術その他の文化活動だけ

を指すのではなく，国民の生活・行動様式や経済の

あり方，さらには価値観を含む概念」であるとされ

ているが（鳩山　2010：二），これこそ新自由主義

統治性が統治の対象とする当のものである。

「新しい公共」の具体的な政策成果には，寄附税

制の拡充や認定NPO法人制度の改革などがあり７，

また補正予算が措置されて「新しい公共支援事業」

も実施されている。同事業のガイドラインで「新し

い公共」は，「従来は官が独占してきた領域を『公

（おおやけ）』に開いたり，官だけでは実施できな

かった領域を官民協働で担うなど，市民，NPO，
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企業等がともに支えあう仕組み，体制が構築された

もの」（内閣府　2011：２）と説明された。支えあい

それ自体にとどまらず，支えあう「仕組み，体制が

構築されたもの」としているその観点は，とりわけ

ロールアウト新自由主義に種別的なものである。

3.4　第４期：「新しい公共（空間）」政策言説の停滞

（2013年～）

このように鳩山政権で主要政策課題に掲げられ，

具体的な成果も挙がりつつあった「新しい公共」で

あったが，その後本格的な定着をみないままに埋没

していくことになる。それは鳩山内閣早期退陣後

の，菅内閣から野田内閣にかけてのロールバック新

自由主義の揺り戻し，そして「新しい公共」ととも

に「この国のかたち」の改革の「両輪」であるべき

「官邸主導」の不徹底などによるものである（cf. 松

井　2015）。

さらにその傾向を決定づけたのが，自民党の政権

復帰である。第2次安倍政権下では，民主党色の強

い「新しい公共」に代わって「共助社会づくり」が

謳われるようになった。2013年に設置された共助

社会づくり懇談会の報告書（共助社会づくり懇談会 

2015）などにみるその内容は，行財政の縮減や効

率化というよりも民主党の「新しい公共」との接続

を感じさせるものとなっているとはいえ，全体とし

てそのトーンは下がっており，統治改革の観点もう

すれ，政策の優先順位も高いものではなくなった。

その上に，憲法改正草案のほか自民党政務調査会が

2011年に作成したパンフレット「チョット待て!!“自

治基本条例”」にみられるように，自民党内で市民

社会のコンテキストと理解される政策に批判的な新

国家主義が高まりをみせるなかで８，本稿執筆時点

では「新しい公共（空間）」政策言説それ自体が停

滞の時期に入っているものと診断できよう。

４．おわりに

　以上，本稿は「新しい公共」概念について，コン

テキストとそのように理解されたものへの態度とい

う観点から６つのポジションに類型化し，その枠組

みを用いて，「新しい公共（空間）」政策言説の動向を，

その主調を成した主に肯定サイドのポジションの推

移という観点から分析してきた。

すなわち第１期はロールアウト新自由主義が主調

をなしており，ロールバック新自由主義は従たるも

のであった９。第２期はロールバック新自由主義が

主調をなし，そこにロールアウト新自由主義と参加

型市民社会派がある程度まで共振する関係として包

摂されていた。第３期はロールアウト新自由主義が

主調をなし，そこに参加型市民社会派の一定の期待

が見られた一方，ロールバック新自由主義は第2期

に比して後景に退いていた。本稿執筆時である第4

期は第３期との連続が見受けられるものの，とりわ

け新国家主義の高まりのなかで「新しい公共（空

間）」政策言説は停滞の時期に入っている10。この

ような動向として捉えられるということである。

　本稿を終えるにあたり，ロールアウト新自由主義

というポジションに関わる考察を加えておきたい。

ロールバック新自由主義と左派は，その「新しい公

共」概念は「分かり難い」（竹中　2010：28），「漠

然とした内容」（二宮　2010：41）であるが，つま

るところロールバック新自由主義と変わらないもの

と捉える。新国家主義はそれを，参加型市民社会派

と同じものとして扱っている。そして参加型市民社

会派は，一方では「『国家的公共性』や……『行政

的公共性』の再構成をはかる文脈での概念化」（今村 

2010：４），他方では「肥大化した『官』をスリム

にすることにつなげたい」など「邪心」を含むもの

の「私たちの共感を呼ぶ」部分もある「まだまし」

なもの（今村　2012：22），であると見立てる。「新

しい公共（空間）」政策言説に関する学術的研究は

いくつもあるが，どのポジションからも「公共性の

空間」と「新しい公共」に深く関与した「新しい公

共（空間）」政策言説のキーパーソンとも言える松

井に言及したものがほとんどないのは11，このよう

にいずれかのポジションに帰することができるも

の，または「割りきりのいい概念枠組に沿って提示

された概念ではない」（今村　2002：４）ものと考え

られた故であろう。

しかし筆者の見るところ，そうなるのはロールア
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ウト新自由主義の「新しい公共」概念を市場あるい

は市民社会というそれぞれのコンテキストから理

解しようとするからである。「公共性の空間」より

遡れば，1991年の第３次臨時行政改革推進審議会

豊かなくらし部会報告に，「行政の役割」を「個人

の自由な生活や諸活動が保障されるような条件づく

り」に転じて，「これまでのような行政の守備範囲

論に止まらず，行政の介入の在り方を直接介入から

間接介入の方向へ変え」るべきとした主張がみられ

た（第３次臨時行政改革推進審議会豊かなくらし部

会 1991）。条件整備国家・間接介入国家をめざすべ

きとする，このような系譜のロールアウト新自由主

義型「新しい公共」概念，およびそれを主調とする

「新しい公共（空間）」政策言説は，市場や市民社会

とは別の，統治のコンテキストから理解されなけれ

ばならないのではないか。そしてそれを可能にする

アプローチこそ統治性研究であると筆者は考える。

【注】

１　「市民社会」の場合には，政治的権力に対し自律的あ

るいは対抗的な審級として市民が公論を形成する言説の

空間という意味合いが強い。「公」は中央政府に依存しな

い／するべきではない，地域や市民同士の協力や相互援

助が行われる領域と捉えられる。ただししばしばその他

の論者に用いられる「共」も含めてその境界は厳密でな

く，一応の区別と了解いただきたい。

２　統治性研究に則れば，厳密にはロールアウト新自

由主義ではなくアドヴァンスト・リベラリズム（Rose 

1996）を用いるべきかもしれないが，統治性研究には

ロールバック新自由主義に相応する明確なタームが無

い。この点で本稿は，統治性研究とそれらのタームを接

合させた仁平（2011）の論立てに準拠している。

３　この「公共の担い手」とは，担うことであれ見直しを

求めることであれ，行政サービスとそのコストに関わるも

のであり，とりわけ市民社会のコンテキストのそれとは区

別される。また竹中はもう一つ，「コンクリートから人へ」

を念頭に「政府が行う公的なサービスの分野を新しい分野

にシフトさせること」を挙げているが（竹中 2010：28），

このような政策選択の次元は「新しい公共」にカテゴライ

ズされない。

４　統治性研究に関する要領のよいテキストとして

Walters（2012=2016）がある。６つのポジションのうち

統治性研究のみ規範的態度をとるものではないのは，そ

れが「社会理論や政治理論」ではなく，いわば「ひとつ

の分析道具」であることに因っている（Walters　2012= 

2016：105）。この意味合いにおいて，ロールバック新自

由主義に対する左派および参加型市民社会派に対する新

国家主義の関係と，ロールアウト新自由主義に対する統

治性研究の関係には差異がある。

５　齋藤の統治性研究に関わる論考として，例えば齋藤

（2001）を参照されたい。

６　ここでは，近い過去として人口の自然性を増大させ

るための介入であるべきものながら政府による統制的性

格の強まってしまった，ケインズ主義統治性という自由

主義統治の一つの様式が想起される。それへの反省とし

て登場したものが新自由主義統治性である。

７　寄附税制の拡充も，NPO支援という側面ばかりで捉

えるべきではない。ロールアウト新自由主義の観点から

は，それは税金の使い道を中央政府の決定から自己決定

に転換するという統治改革に他ならない（cf.寺脇・中島 

2011：44）。だからこそ所得控除から税額控除とされたの

である（松井　2013）。そしてその自己決定への間接介入

は，認定NPO法人制度などの装置によって担保されてい

る。

８　「さいたま市市民活動サポートセンター」の14の登録・

利用団体による，同センター条例が「市民活動」の定義

から除外していない個別の政策や施策に対する活動につ

いて，自由民主党の市議会議員が「政治活動」にあたる

と議会で問題にし，条例改正して2016年４月より同セン

ターの運営を指定管理から市直営に変更させた問題は，

この現われといえる（cf. 村田 2016）。

９　この時期，参加型市民社会派の「新しい公共」概念は

世田谷区など地方レベルに胚胎していた（今村　2010）。

10　執筆時点で停滞しているとしても，その言説を隆盛

させたケインズ主義統治性から新自由主義統治性への転

換は進行していることを指摘すべきであろう。ロール

アウト新自由主義の「巻込み」型の統治テクノロジーは

「新しい公共（空間）」政策言説から想起される分野の

みならず，例えば大学改革や地方創生政策など幅広い分

野に浸透している。すなわち各エージェント（＝大学や

地方自治体など）に，プリンシパル（＝政府）が示す仕

様に沿った実施計画を「自主的に」つくらせ，その計画

を遂行させ，それについて自己評価させつつその査定を

行い，競争的な資源配分に反映するという間接的統治の

プログラムである（正村　2014：第７章）。さらにこの

ような統治テクノロジーと，「自由主義的でない形の権

力」（Walters 2012＝2016: 136）あるいはロールバック

新自由主義的な公的資源の絶対的投入不足―これが日本

はイギリスの「『第三の道』にも及んでいない」（仁平　

2009：185）とされる所以である―が結びついた場合に

は，「自己統治の活性化」にも結びつかない悲劇的事態を

招くことが，例えば山下・金井（2015）に描かれている。

11　秋山（2013）など，松井に注目したのは専らジャー

ナリズムであった。
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